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介護職員の賃金水準向上のため、介護職員処遇改善加算等に関するセミナーの実施や、専門家に
よる個別相談を行うことで、加算の新規取得や上位の加算へのランクアップを働きかける。

専門家による個別相談

の実施

県内（神戸市を除く）の介護サービス事業所に対し、社労士等の専門家を派遣し個

別相談を実施

※R3実績：15事業所を訪問し、うち14事業所で上位加算を取得

相談内容
処遇改善加算等の新規取得、上位の加算へのランクアップ、よりよい職場改善の実施

などについて、加算制度の仕組みから申請書類の書き方までアドバイスを行う

相談回数 １事業所あたり２回まで（１回２時間程度）

処遇改善取得促進

支援セミナー
加算の取得やランクアップに関する一般的な悩みや疑問を解決するセミナーを実施

処遇改善加算等の取得促進支援

兵庫県

処遇改善加算等未取得の

介護事業所

介護労働安定

センター

相

談

訪問指導

（無料）

業務委託・情報提供

広報

取得促進
加算取得率UP

労働環境改善

報告

【申込先】
公益財団法人介護労働安定センター兵庫支部

TEL 078ｰ242ｰ5321 FAX 078ｰ242ｰ5322
MAIL hyogo@kaigo-center.or.jp

http://www.kaigo-center.or.jp/shibu/hyogo/2022/011653.html
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多様な人材の参入促進（中高年齢者・女性・学生等）

(拡)介護に関する入門的研修［468万円］
・内 容 介護に関する基本的な知識や技術の習得
・対象者 介護未経験の一般県民 等
・定員等

(拡)福祉の職場体験事業 [940万円]
・内 容 福祉施設の見学や実際の仕事の流れを体験

・参加費 無料 ＜地方部の参加者に対する交通費・宿泊費助成制度の創設＞
・対 象 地 域 北播磨、西播磨、但馬、丹波、淡路
・補助上限額 交通費：2万円、宿泊費：1泊4,000円（最大5日間）
・補 助 率 1/2

介
護
を
知
る

介
護
現
場
で
働
く

神戸 阪神南 阪神北 東播磨 中播磨 北播磨 西播磨 但馬 丹波 淡路 計

R4
3回 － － 2回 － － － － － － 5回

60人 － － 40人 － － － － － － 100人

R5
3回 2回 1回 1回 1回 1回 1回 10回

120人 80人 20人 20人 20人 20人 20人 300人

(拡)ひょうごケア・アシスタント推進事業 [2,031万円]
・内 容 介護保険施設等で介護の周辺(補助的)業務に従事

※ 短期間(３ヶ月程度)・短時間(2～3時間/日)
の勤務可能

＜ひょうごケア・アシスタント普及支援員の設置＞
制度の普及促進、求人・希望者(入門的研修受講者等)の掘り起こし

定員・開催地域の拡充
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参加者にとっては・・・
・短時間の仕事で収入が得られる！

・地域に社会貢献ができる！

・社会参加することで自分の健康、介護予防に繋がる！

・介護の事が学べる！

受入施設にとっては・・・
・地域の方に施設を知ってもらう機会になる！

・業務の切り分けをすることで、効率化に繋がる！

・介護職員の負担が減り、処遇が改善！

・介護職員が専門的業務に専念できるようになり、

介護の質がアップ！

実施施設 兵庫県内の介護事業所（介護保険施設・訪問介護・定期巡回）

参加者 地域住民（元気高齢者、子育てが一段落した女性 等）

従事内容 周辺業務 身体介護（補助）業務

雇用期間 ３か月 ※終了後も継続希望であれば、事業所と相談の上、継続就労可能

雇用時間 事業所と参加者で決定 ※週３日、１日３時間程度

ひょうごケア・アシスタント推進事業ひょうごケア・アシスタント推進事業



これまで介護職員が担ってきた業務を無理なく「分担」

ケア・アシスタントが担う周辺業務の例

①配膳、②掃除、③洗濯、④ベッドメイク、⑤利用者の話し
相手、⑥見守り(安否確認)、⑦レクリエーション補助 等

介護周辺業務等

⇒「ケア・アシスタント」が担当

専門的な知識を必要とする業務

⇒引き続き「介護職員」が担当

地域にお住まいの方（県民）
（退職後の高齢者、子育てを一段落した女性、など）

ベッドメイク 利用者の話相手

食事介助

入浴介助

ケア・アシスタントが担う業務範囲については、
事前に施設内で情報共有

ケア・アシスタント、介護職員がそれぞれの役割を認識
（ケア・アシスタントに相応しい内容・業務量とする）

各
施
設
で

1
人
以
上
受
入

ＯＪＴ研修をしながら、
知識・技術を習得！
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「ケア・アシスタント（CA)」の導入イメージ「ケア・アシスタント（CA)」の導入イメージ



受
入
施
設
募
集
（
施
設
向
け
説
明
会
の
開
催
等
）

各
受
入
施
設
で
「
受
入
準
備
開
始
」

実施協議書の提出
研修実施計画作成 等

参
加
者
募
集
（
広
報
・
Ｐ
Ｒ
の
実
施
）

各
受
入
施
設
で
「
説
明
会
」

各
受
入
施
設
で
「
雇
用
契
約
」
の
締
結
等

試行的雇用

ＯＪＴ研修
（トライアル）

「ケア・アシスタント」として

周辺業務に従事

３か月間の雇用

※期間終了後の雇用については、
各施設とケア・アシスタントが
個別相談

４月 ～５月 ５月～
９月

６月～
９月

６月～１２月 ３か月経過後

本
格
雇
用
へ

ＯＪＴ研修経費等を
県が一部助成

「
成
果
報
告
会
」
の
開
催

希
望
者
は
引
続
き
雇
用
へ

申請書兼実施計画書
の提出

実績報告書兼請求書
の提出
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６月～
１０月

事業スケジュール（R4施設版）事業スケジュール（R4施設版）



受入施設経費
補助額：次の①、②の合計（千円未満切捨て）
対象経費：テキスト購入費、資料作成費、広告掲載料、募集チラシ作成費、消耗品 等

①説明会経費として、受入施設あたり 上限4,000円

②ケア・アシスタント１名との雇用契約締結につき 上限2,000円

※所要経費に対して補助を行うため上限に満たない場合、補助額は所要額までとなります。
※対象になるのは、年度内に支出・購入したものになります。

4

ケア・アシスタントの研修期間（トライアル）中の経費
補助額：１名あたり次の①、②、③の合計（千円未満切捨て）
対象経費：賃金、通勤交通費

①周辺業務に従事した場合

（960円×9月までの研修時間(※1）＋Ｒ5.10月以降最低賃金×10月以降の研修時間(※1))×1/2

②身体介護(補助)業務に従事した場合
上限1,070円(※2)×研修時間(※1)×１／２

※1：研修時間は、１人あたり①と②の合計で上限108時間とする。
※2：所要経費に対して補助を行うため、時給1,070円未満の場合、補助額は「契約額(時給

1,070円未満のもの)×研修時間(※1)×1/2」となります。
③通勤交通費を支給した場合
上限10,000円（※３）×１／２

※3：所要経費に対して補助を行うため、通勤交通費の支給額が10,000円未満の場合、
補助額は「実際の通勤交通費（10,000円未満のもの）×1/2」となります。

ケア・アシスタント推進事業補助金額ケア・アシスタント推進事業補助金額
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周辺業務に従事した場合の補助金額計算方法

補助額：最低賃金×研修時間×1/2
※時給は最低賃金（960円）、研修時間の上限は108時間
※補助金は千円未満切り捨て

＜研修時間が108時間未満＞
①時給960円、研修時間90時間の場合
最低賃金960円×研修時間90時間×1/2＝43,200円→補助額43,000円

②時給1,000円、研修時間90時間の場合
最低賃金960円×研修時間90時間×1/2＝43,200円→補助額43,000円

＜研修時間が108時間以上＞
③時給960円、研修時間120時間の場合
最低賃金960円×研修時間108時間×1/2＝51,840円→補助額51,000円

④時給1,000円、研修時間120時間の場合
最低賃金960円×研修時間108時間×1/2＝51,840円→補助額51,000円

108時間が上限となるため、研修
時間が120時間でも108時間とし
て計算します。

最低賃金が上限となるため、時給1,000

円でも960円として計算します。

千円未満を切る捨てるため、補
助金額は43,000円となります。

＜計算例＞ケア・アシスタントの研修期間中の経費＜計算例＞ケア・アシスタントの研修期間中の経費



社会福祉法人等奨学金返済支援制度事業
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内容
人材確保や、若者の県内定着・経済的支援として、県内社会福祉法人等と連携し、若手職員を対象
とする新たな奨学金返済支援を創設。

区分 企業：県：本人

現行制度 １：１：１

新制度 １：２：０

○補助対象：県内に本社のある社会福祉法人等

○支援対象：以下の全てを満たす者

①日本学生支援機構の奨学金受給者

②正職員（令和２年４月１日以降に採用された者）で30歳未満の者

③当該法人就職後５年以内で県内事業所に勤務する者

○支援期間：最大５年間（支援対象者ごとに算定）

○補助額：法人が支援対象者１人あたり年間返済額の1/3を負担した場合に2/3（上限12万円/人・年）

県

1/3

本人

1/3

法人

1/3

県

1/3

県

1/3

法人

1/3

区分 負担割合

現行制度

新制度

※ただし、法人負担が1/3未満の場合は同額まで（上限6万円/人・年）
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外国人介護人材の参入促進
(新)①外国人介護人材受入促進事業 [100万円]

受入実績のない事業所の不安を払拭するため、受け入れを働きかけるセミナーを開催し、新規受入を促進
・実施内容 手続きや県の支援等の説明、受入事例紹介 ・実施回数 年３回

(新)②特定技能外国人の資格取得支援 [2,000万円]
最長５年で帰国となる特定技能外国人の長期定着を図るため、介護福祉士資格取得に要する経費を補助

・補助対象 特定技能外国人を受け入れる施設
・対象経費 資格取得に必要な日本語・介護技術等学習経費
・補助上限額 20万円/施設

(拡)③外国人留学生の進学促進 [100万円]
介護福祉士養成校への進学を促進するため、日本語学校の留学生を対象とする進路説明会開催経費を支援
※ 近隣府県の学校の参加促進のため、現地＋(新)オンラインのハイブリッドにより開催

（事業イメージ）
在留資格 在留期間 期間終了後

技能実習
３年（最
長５年）

2号・３号実習修了者
：無試験で特定技能１号へ移行可能

EPA
４年（最
長５年）

・国家資格(介護福祉士)取得
→ 在留期間制限なし

・不合格でも、無試験で特定技能１号へ
移行可能

特定技能
１号

（介護）
５年

・国家資格(介護福祉士)取得
→ 在留期間制限なし
（在留資格「介護」へ移行）

・不合格の場合、期間延長なし

在留資格「介
護」

制限なし －


